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中南米等のバイオ燃料政策をめぐる動向 

１．バイオ燃料の需給と欧米・中南米の動向 

 

１ 概要（ポイント） 

バイオ燃料，すなわちエタノールとバイオディーゼルが注目を集めるのは，自動車エンジ

ンに大きな改造を施す必要なく用いることができる点で，現実的な化石燃料代替性を持つか

らである。特に交通部門は現在の世界の原油消費のおおよそ 50％を消費(EIA, 2003)してお

り，これに交通部門での石油代替性の追求は極めて重要性が高い。 

 

中南米地域でのバイオ燃料生産は，世界の液体バイオ燃料の生産量(2005 年)の 47.5％を

占めるブラジルを除くと，キューバが 0.3％を占めるものの，現状では他に際立った例を見

出すことはできない。 

 

しかし国連ラテンアメリカ－カリブ経済委員会(CEPAL, 2007)は，中南米を｢世界のバイオ

燃料需要の重要な部分を満たす潜在力を有している｣地域と位置付け，この地域の国々のほ

とんどは，液体バイオ燃料のバイオエタノールとバイオディーゼルの生産を刺激する政策あ

るいは計画を導入しているか，あるいはその導入の途上であるとしている。 

 

その一方でバイオ燃料の生産拡大は，この地域の環境に深刻な脅威を与え，農業分野では

市場構造の変質，伝統的農産物の排除，農産物価格の上昇，その他の影響をもたらし得るこ

とを指摘している。したがってバイオ燃料政策の実施には，逆効果を軽減しつつ収益性を確

保する諸政策を描くこと，バイオ燃料生産の恩恵が農村部に届き，脆弱な人々に食料へのア

クセスを保証することが重要性となる。 

 

中南米にはメキシコ，ベネズエラを筆頭に世界有数の原油生産量を誇る産油国がある一方

で，原油輸入に依存する非産油国がある。中南米でエタノール混合ガソリン対応車の台数が

多い国は，現在は産油国となったものの，かつては非産油国でアルコール自動車の利用を積

極的に進めていたブラジルのみである。他の中南米諸国はバイオ燃料への対応が遅れている

が， 2008年の原油高騰は中南米非産油国の人々の生活を直撃しており，バイオ燃料生産へ

の欲求とその潜在的国内需要は相当程度高まっている。 

 

中南米非産油国は，中米地峡とカリブ海諸国に集中している。これらの地域は，これまで

もエタノールの原料作物の一つであるサトウキビやバイオディーゼルの原料作物の一つで

ある油ヤシの生産が盛んな地域である。この地域には輸出農業の伝統を持つ国が多く，バイ
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オ燃料需要が国内外で拡大すれば，これらの国の輸出農業がバイオ燃料原料へと軸を移す可

能性を否定できないだろう。 

 

コラム１：バイオ燃料問題への視点 

 バイオ燃料に対する賛否は様々に主張されている。それらは概ね次の３つの視点から主

張されているようである。 

① 環境問題の視点…バイオ燃料が温室効果ガスの抑制につながるか否かを論ずるもの。

 ② 食糧問題の視点…穀物原料のバイオ燃料が食糧問題に与える影響を論ずるもの。 

 ③ 経済問題の視点…バイオ燃料の市場性や生産国経済への影響を論ずるもの。 

 これら３つの視点を頂点として正三角形をつくると，バイオ燃料問題はその内側に位置

する。そしてその位置は世論や世界的な政策潮流，経済状況の変化などの影響を受けてい

ずれかの頂点に近づき，そしてまた時間の経過とともに別の頂点に接近していく。 

 

       環境問題 

 

            ○は 2008年以前のバイオ燃料問題問題の所在 

                 ●は 2008年のバイオ燃料問題の所在 

 

経済               食糧 
問題               問題 

      

 このように問題の所在を異なった視点を結ぶ空間の中に位置づけ，その所在の経年変

化でその問題の性質の変化を把握しようという手法は，アフリカの飢餓問題を分析しよう

としたワッツ Wattsとボール Bohleによって提出された分析方法である。 

バイオ燃料問題は，間近の経済動向や食糧危機などの問題に左右され，ともすれば本来

環境問題から出発しているという認識が失われがちになる。だが環境問題は短期間に解決

することが困難な問題である。バイオ燃料問題を構成する社会空間は，この問題のよりよ

い見通しを得るためには，長期的視野に立つことが不可欠であることを教えてくれてい

る。 

 

 

２ バイオ燃料の需給動向 

 

 国際エネルギー機関(IEA)によれば，世界の一次エネルギー供給量の内訳(2006年)は表１

の通り。1973年から 2006年まで再生可能および破棄物燃料の比率は概ね 10％を維持して

いる。 

 

○ 

●
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表１ 世界の一次エネルギー供給量の内訳(2006 年) 

 
石炭・ 

泥炭 
原油 

石油 

製品 
ガス 原子力 水力 

再生可能

・廃棄物

燃料 

その

他 
合計 

1973 1,500.90 2,866.25 –46.30 979.07 53.05 110.23 645.23 6.00 6114.45 

2006 3,053.54 4,107.05 –78.39 2,407.82 728.42 261.14 1,184.91 75.48 11,739.96

出所：http://www.iea.org/Textbase/stats/renewdata.asp?COUNTRY_CODE=29&Submit=SubmitC 

単位：原油 100万トン換算。その他には地熱・太陽光・風力などを含む。 

  

再生可能・廃棄物燃料(Combustible Renewables and Waste)は，次の４種類から構成さ

れるものと定義されている。 

① バイオ燃料(Liquids from Biomass)…バイオマスおよび固体廃棄物の嫌気性発酵から

得られ，熱および／または動力を生み出すために燃焼されるバイオマスガス。 

② 産業廃棄物(Industrial Waste)…熱および／または動力を生み出すために(しばしば専

門のプラントなどで)直接燃焼される固体および液体から成るもの。 

③ 都市廃棄物(Municipal Waste)…熱および／または動力を生み出すために直接燃焼さ

れるもので，居住・商業・公共事業部門から都市当局によって回収された廃棄物を含む。 

④ 固体バイオマス・動物 Solid Biomass and Animal Products…燃料として直接あるいは

燃焼前に他の産品に転換されて用いられる植物で，主に木質や野菜廃棄物，動物質と

その廃棄物から成る。 

 

 表２に見られるように，現在は再生可能・廃棄物燃料の大部分は固体バイオマス・動物で

あり，このほとんどが薪炭材としての直接燃焼による利用であると推定される。直接燃焼

はエネルギー効率が低いため，固体バイオマス・動物の再生可能・廃棄物燃料の総重量に

占める割合はエネルギーに占める割合で換算した場合より大きくなり，エネルギーとして

の利用効率はより小さくなる。エネルギーはその供給地から消費地 

 

表２ 再生可能・廃棄物燃料の内訳（2006 年） 

 バイオ燃料 

 ガス 液体 
産業廃棄物 都市廃棄物 

固体バイオ

マス・動物 

総発電量(GWh) 21,841 2,985 50,961 13,386 136,523 

総発熱量(TJ) 12,673 3,014 83,503 157,807 280,780 

出所：http://www.iea.org/Textbase/stats/renewdata.asp?COUNTRY_CODE=29&Submit=SubmitC 

 

へ何らかの手段によって運搬されることが多い以上，エネルギー効率が良い上により利用し

易いバイオ燃料の開発とエネルギー消費地で廃棄物を利用したエネルギー生産を可能にす

るシステム構築とが追及されねばならないことになる。（コラム２参照） 
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コラム２：第３世代バイオマス 

バイオマス技術の世代は，下表のように位置づけられている。 

独立行政法人科学技術振興機構研究戦略開発センター(ＣＲＤＳ－ＪＳＴ)は，バイオマ

スの利用を｢温室効果ガス対策の柱である再生可能エネルギーの中でも，腑存量，利便性，

安定性の点から最も有望視されている｣ものと位置づけ，この普及のためにはバイオマス

のほぼ全量を高付加価値の液体燃料や化学物質に転換できる第３世代技術の開発の必要

性を主張している。 

 

表：バイオマス技術の世代 

世代 技術 性能 

第１世代 

(唯一の資源) 

薪，炭，ロウ，油の光熱利用，構造材料としての利用  

第２世代 

(石油の補充 

直接燃焼発電，嫌気性発酵，エタノール発酵(糖，澱粉)

 ガス化発電 

発電効率：＜10％ 

(資源の部分的利用) 

第３世代 

(基幹資源，環境性

の追求，生活水準

の維持) 

技術の統合，複合システム化(バイオマスリファイナ

リ)，資源作物の育種，生化学的分解・糖化，糖の複合

発酵，熱化学変換(ガス化，水熱反応)，糖・リグニン

の化学，生分解性プラスチック，化学材料としての利

用 

化学資源利用技術と同

等 

(資源の全要素利用) 

出所：｢第三世代バイオマス技術の日米欧研究開発比較｣p.4 

  

第３世代技術の核として想定されているのは，リグセルロースの利用である。リグセノー

ルは，植物の茎葉や木材の体を構成する物質で，構造性多糖のセルロース及びヘミセルロ

ース，芳香族化合物の重合体のリグニンから構成される，地球で最も多量に存在する有機

物である。 

 

 

３．バイオ燃料政策とその問題点および展望 

 

１） 欧米のバイオマス政策 

ここでは中南米のバイオマス政策を検討する前に，同地域に強いかかわりを持つ欧米のバ

イオマス戦略について，主に独立行政法人科学技術振興機構研究戦略開発センター

(CRDS-JST, 2006)と独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO, 2007)と

に依拠してまとめておく。 

CRDS-JST(2006)は，欧米のバイオマス戦略を比較して表３のようにまとめている。（１）

と（２）で，これを補足説明しておこう。 
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表３ アメリカ合衆国とヨーロッパのバイオマス戦略比較 

 欧州 アメリカ合衆国 

目的 

・地球温暖化の防止 

 

・石油依存度の低減 

・バイオエネルギー産業創出       

・地球温暖化の抑制 

普及 

目標 

ＥＵ(当時 15ヶ国)全体で，2020年に最

終エネルギー消費量の 20％を再生可能

エネルギーに。そのうち 65％をバイオマ

スでまかなう。 

・道路運輸用燃料をバイオマス起源に置換

  2015年までに需要の 1／10 

  2025年までに需要の 1／3 

技術

目標 

・燃焼の際の汚染物質，腐食等の問題解

決 

・低投入型多年生作物の開発 

・セルロースなどからの液体燃料への変

換技術 

・リグノセルロースの生物変換プロセス

の解明 

・2010年までに農業残渣を用いる大規模バ

イオマスリファイナリ構想 

・エタノールの原料をトウモロコシからリ

グセルロースに転換 

  コスト$1.07／gal 

出所：｢第三世代バイオマス技術の日米欧研究開発比較｣p.12 

 

 

（1）ヨーロッパ 

ヨーロッパは次世代バイオマスの研究開発で先行している。EU(European Union：ヨー

ロッパ連合)のバイオ燃料検討諮問委員会(Biofuels Research Advisory Council) 

(BIOFRAC, 2006)は，バイオ燃料の開発・普及スケジュールを次のように示している。 

 

第１段階：短期(～2010年)…①現存の技術の向上，②次世代バイオ燃料(リグノセルロース

系バイオマスから生成した)の研究開発，③次世代バイオ燃料の初の実証プラント，④バ

イオリファイナリー構想に関する研究開発。 

第２段階：中期(2010 年～2020 年)…①次世代バイオ燃料生産技術の展開，②バイオリフ

ァイナリー構想の実証，③リグノセルロース系バイオマス燃料と総合バイオリファイナリ

ー工程の改良の継続的研究開発，④エネルギー作物と持続的農業に対する選択肢の開発。 

第３段階：長期(2020年～)…①次世代バイオ燃料の大規模生産，②総合バイオリファイナ

リー複合施設の展開。 

 

 バイオ燃料の利用についてＥＵの欧州委員会は，2008年１月に，前年３月に欧州理事会

が合意した地球温暖化対策と再生可能エネルギー利用を促進するための政策の一つとして，

輸送部門のエネルギー消費の最低 10％をバイオ燃料由来のものとすることを提案した。し

かし 2008年に生じた国際的な食糧価格の高騰を受けて，欧州議会はこの目標の修正を提案

している。それは，共通農業政策(CAP)改革案でもバイオ燃料用作物への奨励金撤廃し食糧

需給を重視すること，バイオ燃料の目標利用率 10％のうち，その 40％を第２世代バイオ燃
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料あるいは電気，水素に由来するものとするよう義務付けて，食料と原料が競合する第１世

代のバイオ燃料の利用率を 6％に引き下げること，さらにこの目標に適合するバイオ燃料

は，温室効果ガスの排出量が化石燃料の 55％未満でなければならないとすること，などの

提案である。 

 

 これらによりヨーロッパでは次世代バイオ燃料の開発が加速すると思われる。 

 

（2）アメリカ合衆国 

アメリカ合衆国では，1999年にクリントン政権が｢バイオ製品，バイオエネルギーの開発

の促進｣を，2002年にはブッシュ政権が｢合衆国におけるバイオエネルギーとバイオ製品ヴ

ィジョン｣を，大統領令として発している。これらではバイオリファイナリー，すなわちバ

イオマス変換により燃料，電力，付加価値のある化学製品を生産するプロセスおよびそのた

めの設備を整えること，という概念が導入された。こうした流れを受けてエネルギー省

(Department of Energy)や農務省(United States Department of Agriculture)もバイオマ

ス利用技術の研究開発に大きな予算を投じるようになっている。 

 

ＤＯＥは 2006年に発表した｢セルロース性エタノールの利用に向けての障壁の解決｣で，

バイオマス利用の拡大にはセルロースを経済的にエタノールに変換することが不可欠であ

るという認識に基づき，この実現のための工程表を示している。これによれば，まず 5年

以内に研究段階を実施し，既存原料のエタノール化率の向上を図る。次に 10年以内に技術

開発段階を実施し，｢次世代エネルギー作物｣の開発と｢バイオマスの同時糖化・糖の共発酵

プロセス｣の開発を行う。そして 15年以内に，｢並行的に開発された二つの成果｣(エネルギ

ー作物と，特定の農業生態系向けのバイオファイナリー)を統合し，この統合システムにお

いて燃料エタノール生産全行程の加速化と簡素化を実現する。これにより，現在は世界最大

の原油輸入国であるアメリカ合衆国が，バイオ燃料を輸入原油に代替可能な水準に高めるこ

とを追求するものとなっている。 

2009年 1月に発足したオバマ政権は，｢緑のニューディール政策｣を打ち出した。現在ア

メリカ合衆国が直面する経済危機への対処と環境政策との並行的前進を図る政策として，過

渡的対応として既存のバイオ燃料生産部門に余剰労働力を吸収しながら，国際競争力のある

次世代型のバイオマス利用技術の開発が進められていくだろう。 
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コラム１：アフリカのバイオ燃料―－2007年度報告書より― 

 2007 年度の｢地域食料農業情報調査分析検討事業｣の｢アフリカにおけるバイオ燃料開

発の状況｣は，アフリカのバイオ燃料について次のように報告している。 

バイオ燃料への関心が高まるとともに，アフリカへの見方は｢世界の周辺地域｣，｢最

貧地域｣から｢豊かな新エネルギー供給大陸｣へと変化が生じている。 

バイオ燃料生産支持派は，低開発農村を多く抱えるアフリカが，バイオ燃料供給源に

なる｢可能性｣に力点を置き，バイオ燃料の利点として，①再生可能であること，②大気

汚染防止(特に｢カーボンニュートラル｣)，③ガソリン・ディーゼルの代替によるエネル

ギー自給率の向上，④燃料としてのオクタン価向上，⑤農業・農村の振興，を主張して

いる。これに対し，バイオ燃料懐疑派は，現状の農業生産にとって｢脅威｣と捉え，①食

料との競合，②生産地における土地，水，肥料等生産財の競合，③大規模単一作による

土壌肥沃度低下，生物多様性の減少，④水質汚濁， などの問題点を指摘している。 

アフリカでは，現在に至るも薪炭材など伝統的バイオマス・エネルギーへの依存度が

大きく，これが環境と開発に負の影響を与えているため，世界食糧危機の前年である

2007年の｢マプト宣言｣やアフリカ連合関係者などの多くは，バイオ燃料がこうした現状

を転換して開発への機会を提供するという期待感を示し，アフリカはバイオ燃料生産の

ための｢広大な土地｣や｢水｣，｢豊富で安価な労働力｣，｢良好な気候｣に恵まれていると主

張している。 

しかしながら報告書は次のように結論付けている。アフリカ農業の現状を見れば，①農

業用地，農業用水は既にかなりの程度利用されていること，②強力な外部資本がバイオ燃

料生産を行った場合には自給用主食作物生産を阻害し，国内の食料供給に支障をきたす恐

れがあること，③穀類の余剰を当てにしたバイオ燃料計画は，供給の不安定によって事業

計画が阻害される危険性があり，これらによりバイオ燃料生産導入は不安定要素が大きす

ぎる。食料生産と競合しないバイオディーゼル用植物油原料として期待されているジャト

ロファは栽培技術の確立を含めた農学研究の蓄積が必要である。しかしながらアメリカ合

衆国などの穀食糧生産・輸出国がバイオ燃料生産に穀物を振り向ける事態が進行し，食料

不足が生じればアフリカ諸国に食料自給率を高める必要が生じる。大規模なバイオ燃料作

物導入のプラス面は，現状のボトルネックである慣習的土地利用や単位面積当たりの低生

産性など，農業の問題解決への突破口を開く。つまりアフリカ｢農業革命｣が期待されるこ

とであるという。 

 

 

 

 

 

 



220 

２） 中南米とバイオ燃料 

（1）中南米地域のバイオ燃料作物 

 中南米地域でのバイオ燃料生産が与える影響について，CEPAL1 (Comisión Económica 

para América Latina y el Caribe：国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会)は報告書

(CEPAL,2007)を作成した。ここではこの報告書を補足しながら中南米のバイオ燃料につい

てまとめておく。 

 

南北アメリカ大陸の脊梁山脈を構成するコルディエラ山系の大西洋側では，赤道直下のア

マゾン地域を除き，北回帰線以南・南回帰線以北の地域の多くは，湿潤な高日季と乾燥した

低日季とを特徴とする気候に属している。南米大陸を南回帰線より高緯度側には温帯気候の

卓越する地域が広がる。コルディエラ山系の太平洋側は降水の少ない気候が発達している

が，南米大陸の南回帰線より高緯度では，地中海性気候や温帯湿潤気候がみられる。これら

気候と地形条件の違いによって植生も多様に変化している。 

 

バイオ燃料価格はガソリン・軽油価格と常に競合する。このためバイオ燃料が化石燃料を

代替するためには，これをガソリン・軽油並みの価格で安価に生産できることが求められる。

したがってバイオ燃料作物の生産は，各地域の自然条件に応じた適地適作が基本となる。 

 

表４ 中南米地域で栽培されている主なバイオ燃料作物・油脂 

 作物 
生産量 
(万㌧) 

生産世界上位３国 
(2005年) 

燃料

用途
主な用途 

1 小麦 62,957 中国・インド・米国 BEt 食料・原料 

2 トウモロコシ 70,167 米国・中国・ブラジル BEt 飼料・原料・食料

3 大豆 21,435 米国・ﾌﾞﾗｼﾞﾙ・ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ BDF 原料・飼料・食料

4 ナタネ 4,716 中国・カナダ・インド BDF 原料 

5 ヒマワリ 3,094 ロシア・ｳｸﾗｲﾅ・ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ BDF 原料 

6 サトウキビ 129,169 ﾌﾞﾗｼﾞﾙ・インド・中国 BEt 原料 

7 テンサイ 24,098 フランス・ドイツ・米国 BEt 飼料・原料 

8 油ヤシ 3,297* ﾏﾚｰｼｱ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ﾅｲｼﾞｪﾘｱ BDF 原料 

9 綿花 349** 米国・ロシア・中国 BDF 原料 

10 トウゴマ 128 インド・中国・ブラジル BDF 原料 

※BEtはバイオエタノール，BDFはバイオディーゼルを示す。*ヤシ油，**綿実油の生産量。 

 

現在中南米地域で栽培されている主なバイオ燃料作物は表４の通りである。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
1 英語の略号 ECLACが用いられることが多いが，本稿では参考文献の関係から，中南米で通常用いられ
ている CEPALを同委員会の略号として用いる。 
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表４中の作物の特徴を簡単に示しておこう（見出し番号は表４中の番号と対応する）。 

① 小麦…西アジア原産で，年降水量 500㎜程度で栽培が可能である。 

② トウモロコシ…アメリカ合衆国ではバイオエタノールの生産に用いられているが，食用

としても多く消費され，国内需要を満たせていない中南米諸国でこれをバイオ燃料の原料

に用いることは考えにくい。 

③ 大豆…大豆油はバイオディーゼルの生産に用いられている。中南米ではブラジルとアル

ゼンチンで生産量が大きく，従来からアルゼンチンは食用大豆油と飼料用の大豆粉の輸出

国である。但し他の中南米諸国の大豆生産量は小さい。 

④ ナタネ…その種子は 40％の含油量を持つことから採油用の植物として長い歴史を持つ

が，近年は GMナタネの栽培が広がっている。 

⑤ ヒマワリ…北アメリカを原産とする植物で，採油用種子植物としては，大豆，ナタネ，

綿実に次ぐ生産量を持つ。 

⑥ サトウキビ…トウモロコシ，大豆程ではないにせよ，加工食品価格の上昇につながる可

能性は否定できない。但し非産油国の中米カリブ海諸国にはサトウキビの生産に適した気

候の地域が多く，またサトウキビの性質上，搾汁から粗糖の生産までは原産国で行われて

きたことから，これらの国々がバイオ燃料の生産を指向する場合には生産が拡大するだろ

う。 

⑦ テンサイ…原産地は地中海地域で，夏季高温乾燥で冬季湿潤の地中海性気候が本来の栽

培適地である。しかし比較的冷涼な気候にも適応するため，南米南部の温帯気候の地域で

栽培が可能である。 

⑧ 油ヤシ…原産地は西アフリカで，通年で高温多雨な熱帯雨林気候の地域が栽培適地であ

る。ヤシ油は食用油のほか，洗剤，ロウソクなどの原料として利用されている。バイオデ

ィーゼルの原料として用いることができるため，近い将来インドネシアとマレーシアがバ

イオディーゼルの有力な供給先となると予想されている。実からの油の搾りかすの利用が

課題となっている。また，現在は熱帯林を切り開いたプランテーションにおいて多くが生

産されており，単一耕作による土壌劣化の問題を抱えがちである。但し他のバイオ燃料作

物とことなり多年生作物という利点がある。アグロフォレストリーへの組み込みによる新

たな油ヤシの生産システムの確立が検討課題となるだろう。 

⑨ 綿花…インドあるいはアフリカ原産と推定されている。本来は多年生植物だが，現在は

品種改良により単年生の工芸作物として栽培されている。乾燥地域で灌漑により栽培され

ることも多く，中央アジアやエジプトなどでも生産量が多い。綿実油の搾油粕は肥料とし

て用いることができる。 

⑩ トウゴマ…アフリカ原産の多年生だが，熱帯・亜熱帯地域以外では冬季に枯死するため

単年生として栽培されている。その種子はヒマシ油の原料となる。 

 これらの作物に加えて，近年，バイオディーゼルの原料としてジャトロファ(ナンヨウア

ブラギリ，中南米ではテンパテ Tempateとも呼ばれる)に注目が集まっている。これにつ
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いては後で述べることとする。 

 

上記の農作物のうち，食用・飼料用作物をバイオ燃料とする場合は，食料問題の原因とし

て非難されやすい。これらを用いバイオ燃料生産工程が化石燃料に依存している場合には

CO２排出量が増加するため，これら食料問題と密接な関連をもつ作物の利用には，生産工

程を含めて，国外からの監視の目がきびしくなるだろう。 

 

バイオテクノロジーの発達が遅れている多くの中南米諸国では，次世代バイオマスの利用

には先進国からの技術導入が必要となるだろう。しかし現在中南米諸国は政治的・経済的自

立指向を強めており，ブラジルのように域内でバイオマス利用に一定の技術的蓄積のある国

からの援助や従来の技術を中心にバイオ燃料の生産を進めていくと思われる。社会システム

的には，現在も農山村部を中心に薪炭材を燃料として用いることが多いことから，バイオ燃

料を製造した時に出る残渣の燃料利用が実現されるべき課題となろう。 

 

（2）バイオ燃料の経済性 

中南米で栽培されているバイオ燃料の経済性について CEPAL(2007)は，そのうちいくつ

かの作物を例に，次のように示している。 

 

 ① バイオエタノール…サトウキビを原料とするエタノール生産が盛んなブラジルの 2005

年の事例に基づいて述べている。これによれば，１トンのサトウキビが生み出す収益性は

次の通り。 

 

仕向け 砂糖 バイオ燃料 

生産物 砂糖 123.2kg，エタノール 10.5ℓ エタノール 81.7ℓ  

生産費 砂糖 0.12米ドル／kg エタノール 0.23米ドル／ℓ  

 

  エタノールの価格は一般的に砂糖より高いが，代替燃料であるためガソリン価格により

価格の上限に制約を受ける。このため，価格はエタノールより低くとも，生産費の低い砂

糖を生産した方が実際の収益性が高くなるとされる。 

 

  エタノールを代替燃料として用いた場合のCO2削減効果は，バガス(サトウキビ搾り粕)

の利用を前提とすると，無水エタノールで 13.5％，含水エタノールで 19.0%と計算され

ている(福代，2007)。生産コストが低いことと合わせ，ブラジルのサトウキビ由来エタノ

ールは，他のバイオ燃料よりも優位性の高い産品となっている。 

 

 ② バイオディーゼル…一般的に農作物をバイオディーゼル生産に振り向けるかどうかを
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決める経済要因として，石油ディーゼル価格および食用油として生産された場合の機会費

用とが考慮される。燃料以外の植物油の用途は，食用，洗剤用，化粧品用など多岐に及ん

でいる。それぞれの用途で珍重される植物油原料もあり，市場性の面からいえば，こうし

た用途で用いられる植物油原料がバイオ燃料に用いられる可能性は低い。表４のバイオデ

ィーゼル燃料農作物から生産された食用油のトン当たり価格(2006年，単位：米ドル)は，

低い順にヤシ油(450)，大豆油(615)，綿実油(628)，ヒマワリ油(666)，ナタネ油(809)，ヒ

マシ油(1020)となっており，ヤシ油を除き，同時期の石油ディーゼルの価格(540)よりも

高い。これらのうちバイオディーゼル生産に最適な農作物は油ヤシだと考えられる。但し

世界第２位の大豆生産・輸出国であるブラジルは，大豆油の生産費が 320 米ドル／トン

といわれ，これをバイオディーゼルとして利用しても十分に採算水準を満たすものと考え

られる。 

 

（3）主なバイオ燃料政策と農業政策 

 中南米諸国のうち，ブラジル，メキシコ，アルゼンチン，ペルー，ニカラグアのバイオ

燃料政策の概要を表５にまとめた。これらについて，各国の農業政策との関わりにも触れ

つつ，以下に文章で補足する。 

 

＜ブラジル＞ 

ブラジルが伝統的に大規模な輸出農業国であることは周知の事実である。清水(2006)によ

れば，1990年代以降ブラジルは，財政構造の改革を背景に国内農業保護政策を縮小してい

るが，1999年の通貨レアルの変動相場制移行後の対ドル相場下落を追い風として，農産部

物輸出を拡大した。特に 1990年代から 2000年代にかけて主要輸出品目は，伝統的な輸出

品目から大豆，食肉に移行し，これらが輸出増加の牽引車になった。大豆と牛肉の所得弾力

性は 2.0と 2.4で，砂糖，コーヒー，カカオという伝統的輸出農産物がいずれも 1.0未満で

あるのに対して相当に高いブラジルは所得弾力性が低い産品から高い産品に生産をシフト

させることにより農産物輸出を拡大し，輸出ペシミズムの克服に成功した(湯川，1999：

34-38頁)という。そうであるなら，所             得弾力性の低い農産物に関して言えば，

この生産と流通を保証するための価格維持装置が必要になる。ブラジルは，世界一のサトウ

キビ生産国であり，年間 260 万台(2006 年)を製造する中南米一(世界 8 位)の自動車生産国

である。アメリカ合衆国のバイオエタノール生産がトウモロコシの価格維持装置として機能

しているのと同じように，ブラジルの場合には，サトウキビからのバイオエタノール生産が

サトウキビおよび砂糖の価格維持装置として機能していると見ることができよう。 

 

 またブラジルのバイオ燃料政策として注目されるのは，バイオ燃料の柱としてエタノール

と並んでバイオディーゼルを据えようとしている点である。 
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松本他(2008)によれば，国内 51カ所(2007年 12月現在)のバイオディーゼル工場は，276

万キロリットル／年の生産能力を有しており，2013年以降のＢ５(バイオディーゼルの５％

混合)にも対応できるという。さらにブラジルでは大豆をバイオディーゼルの主原料として

いるが，魚の内臓や牛脂を原料としたバイオディーゼルの生産に向けた取り組みも開始され

ている。 またブラジルのコーヒー豆生産量の２割を占める低品位豆やコーヒーの抽出粕さ

えもバイオ燃料の原料とすることが可能だという。 

 

ブラジル政府はバイオディーゼルについて「社会的燃料」という概念を提示して，家族労

働力に依存する小中規模生産者による原料作物の生産を重視する姿勢を打ち出している。ブ

ラジルの農業政策は，農牧畜業政策の全般的な立案と遂行およびアグリビジネスの振興と競

争力の強化を担当するMAPA(Ministério da Agricultura, Pecuária e Abastecimento：農

牧畜供給省)と農地改革および家族農業強化計画(Programa de Fortalecimento da 

Agricultura Familiar)を担当するMDA(Ministério do Desenvolvimento Agrário：農業開

発省)を通じて行われている。これはブラジル農業政策の政治的な意味での２本柱は大規模

輸出農業振興政策と小中規模生産者(土地なし農民を含む)保護政策であることを意味して

いる。｢社会的燃料｣という概念で補強されたバイオディーゼル政策が，実際に小中規模生産

者にどのような公的支援を与えるのか，また彼らによるバイオディーゼル原料生産がどれほ

どの比重を持ち得るかは予測できないが，2003年に発足し，現在 2期目を迎えている中道

左派ルラ政権の政治姿勢を示すものとして注目しておきたい。 

 

＜メキシコ＞ 

メキシコのバイオエネルギー政策は，これまでも SENER(:Secretaría de Energía：エネ

ルギー省)が中心となって実施されてきた。NEDO(2006)によれば，バイオエネルギーは，

メキシコのエネルギー消費の９％を占めると推計されており，製糖産業でのバガス(サトウ

キビの搾り粕)利用や一般家庭での薪炭材利用がこれにあたる。メキシコではサトウキビか

ら 4,500万ℓ ／年のバイオエタノールが生産されているが，化学産業以外では実質的に燃

料として使用されてこなかったという(NEDO, 2006)。 
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表５ 中南米諸国の主なバイオ燃料政策 

ブラジル 

法的

枠組 

｢自動車による汚染気体排出の抑制について定める｣法令 8,723 号 Ley 8.723 

“Dispone sobre la Reducción de emisiones de Gases Contaminantes por 

Vehículos Automotores”，｢ブラジルエネルギーの根幹にバイオディーゼル導入を

定める｣法令 11,907号 Ley 11.907 “Dispone la introducción del biodiesel a la 

matriz energética brasileña。 

目標 
ガソリン：20～25％エタノール混合を義務付ける。軽油：2008年までに 2％(Ｂ２)

を，2013年までに 5％(Ｂ５)をバイオディーゼルに置き換える。 

方針 

①家族農業形態のバイオディーゼル生産者との結び付きを通じて生産されたもの

に「社会的燃料」という概念を与える。②他の再生可能で持続的な燃料を導入す

る。 

メキシコ 

法令 
バイオエネルギー開発促進法 Ley de Promoción y Desarrollo de los 

Bioenergéticos 

目的 

⎯バイオエネルギーとその商品化のための消費財生産の振興。αバイオ燃料の生産

・消費の発展振興。β確かな市場の創出。④メキシコ農村(主に周縁地域において)

の競争力・収益力の増強。⑤材料に関する実証研究と技術革新の推進。⑥バイオ燃

料開発の諸組織振興。⑦大気汚染物質排出と温室効果ガス排出削減に努めること。

アルゼンチン 

法令 

法令 26,093 号：バイオ燃料の持続的生産と利用のための調整および促進制度法

Ley 26.093：Régimen de Regulación y Promoción para la Producción y Uso 

Sustentables de Biocombustibles，バイオ燃料国民計画 Programa Nacional de 

Biocombustibles． 

目的 

⎯再生可能で化石燃料に代替するエネルギー源としてバイオ燃料の製造と持続的利

用を促進する。α国内流通するガソリン・軽油に最低5％のバイオエタノール・バ

イオディーゼル混合の義務を定める。βバイオ燃料利用の調査普及に向けた公的制

度，組織，団体への協力・支援する。χバイオ燃料開発の公的・民間投資の促進す

る。 

ペルー 

法令 
法令 28,054 号；バイオ燃料市場振興法 Ley de Promoción del Mercado de 

Biocombustibles; ley 28054 
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（表５の続き） 

目的 

バイオ燃料市場の多様化のため，自由競争と経済活動への自由な関わりとを基本と

して，バイオ燃料の市場開発の一般的枠組みを定め，農牧業・農業関連産業の振興

と雇用創出，大気汚染減少，麻薬との闘いで麻薬に代替する市場の提供を進めるこ

と。 

方針 

①バイオ燃料利用に必要な研究調査の実施に向けた科学－技術構造を開発・強化す

ること。②技術革新の実行促進と開発計画の実現を理解し，バイオ燃料原料に関し

て高度な専門性を有する人的資源の形成を促すこと。③全農業あるいは農業関連産

業の生産物あるいは後者の廃棄物の利用を通じてバイオ燃料を獲得できる，必要な

技術移転と試験的事業の開発および技術参加を働きかけること。④バイオ燃料への

民間参加を働きかけること。⑤あらゆる経済分野でバイオ燃料を，純バイオであれ

混合であれ，これを利用できるように流通させることを働きかけること。⑥持続的

代替的開発計画の中で，セルバ(熱帯林)でのバイオ燃料生産を促進すること。⑦主

たる目的達成のために行政府が定めるその他の事項。 

ニカラグア 

法的

枠組 

バイオ燃料とバイオエネルギーの国益に関する大統領令 Declaración de Interes 

Nacional Producción de Biocombustible y Bioenergía，バイオ燃料国民計画

Programa Nacional de Biocombustibles 

目的 

⎯国産バイオディーゼルおよびエタノール燃料で代置することで石油依存を減らす

こと。②森林面積を回復すること。③環境汚染を減らすこと。④農村の貧困の実質

的減少に貢献すること。⑤ニカラグアの太平洋側地域と大西洋側地域との統合を容

易にすること。 

方針 

①大西洋側では油ヤシを 20 万 ha 栽培し，太平洋側ではトウゴマおよびジャトロ

ファの栽培拡大を促進する。②動植物油脂の搾油・精製業の設置を促進する。作付，

生産，処理，流通に関心を有する国内外の民間および公的投資を容易にする。④初

年度の作業実施計画および実施案の提案戦略を検討する。⑤小規模－大規模生産者

・処理者間同盟モデルを通じて，小規模，中規模，大規模生産者の共同という戦略

概念に関わる計画の多様な内容をまとめる。 

出所：de Villafranca Casas et.al.(2008)，La Gaceta(2006)，SENER(2008)他により作成。 

 

現在，メキシコのバイオエネルギー政策は，昨年(2008年)2月 1日に公示されたバイオ

エネルギー開発促進法に基づいて行われている。この法律は，食糧安全保障を阻害しないエ

ネルギー源の多様化とエネルギー安全保障の追求を目的として謳っているが，この法の発効

に必要な署名を大統領が拒むなどの経緯があった。大統領が署名を拒んだのは，2006年

~2007年の国内トルティージャ(挽いたトウモロコシで作るクレープ様のうす焼き)価格の
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高騰を受けて，バイオ燃料生産がこの問題を悪化させることを懸念したからである。この問

題の経緯は，1990年代以降のメキシコ農政のあり方と深くかかわるので，以下，谷(2008)

に依拠しながら説明を加えておく。 

 

メキシコ政府は 1980年代の対外債務危機と 1994年の北米自由貿易協定(NAFTA)発効に

対応して，トウモロコシとインゲン豆を含む 12品目の穀物と油槽作物の保証価格の廃止と

輸入免税枠の設定および関税引き下げを進めた。 

 

保証価格の廃止は，トウモロコシとインゲン豆以外の 10品目は 1990年に行われ，イン

ゲン豆は 1994年，トウモロコシは 1999年に行われた。この時間的なずれは，メキシコ人

にとってのトウモロコシが，日本人にとってのコメに等しい作物だということが一因である

が，注目すべきは，保証価格廃止までの期間にトウモロコシの保証価格が引き上げられたこ

とである。この結果，トウモロコシへの転作が促され，1991年には食用の白トウモロコシ

の自給を 20年ぶりに達成した。 

 

輸入免税枠の実質的な拡大は，トウモロコシを原料として用いる食品加工業者と飼料とし

て用いる牧畜業者の強い要求によって進められた。企業が黄色トウモロコシの輸入免除枠の

追加枠の｢分配を受けるには基本的に年間使用量の 25パーセントを国産トウモロコシでま

かなわなければならない｣(谷，2008)。このため，国内供給の確保を目的に黄色トウモロコ

シへの転作が奨励された。 

 

国内農業のこうした変化の中で，2006年～2007年のトルティージャ価格の高騰は発生し

た。価格高騰に対して SAGARPA(Secretaría de Agricultura, Ganadería, Desarrollo 

Rural, Pesca y Alimentación：持続的生産食料・農牧水産業・農村開発省)は，世界的なト

ウモロコシ不足がトルティージャ価格や牧畜業など影響を与えていることを認めた上で，

2006年度の国産白トウモロコシ収穫量は国内需要を満たせること指摘，価格上昇が他の経

済要因によるものであることを示唆して，投機的な動きの排除に努めることを明らかにした

(SAGARPA 2007)。 

 

日本貿易振興機構(JETRO, 2008a)によれば，メキシコの 2006年のトウモロコシ生産量

は 2,1626.4千トン，輸入量は 7595.7千トンで，その 95.8％は黄色トウモロコシで占めら

れている。NAFTAの移行期間が終了し，関税が撤廃されたため，2008年 1月からアメリ

カ合衆国からメキシコへのトウモロコシ輸出は自由化された。メキシコ国内のトウモロコシ

生産者のなかには GM(遺伝子組み換え)トウモロコシ栽培の全面解禁を求める声も強まっ

ているという。 
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GM作物の栽培に関しては，2005年に｢遺伝子組み換え生物に関する生物安全性法｣(Ley 

de Bioseguridad de los Organismos Genéticamente Modificados)が公布され，2008年の

施行細則で GMO(遺伝子組み換え生物)の生産，栽培，飼育に関する許認可制度の詳細が定

められた。GMOに対しては，工業化が進み，大規模灌漑農業の発達した北部諸州では推進

の主張が勢いを増しつつあるが，先住民族の比率がより高く，伝統文化を受け継ぐ中南部で

は反対の声が根強い。 

 

2008年 8月に大統領府(Presidencia, 2008)は， 2010年にはメキシコが自動車燃料での

バイオエタノール生産国となるという見通しを明らかにしている。これによれば，国内のバ

イオ燃料生産計画として 31事業が準備されており，メキシコ第二の都市であるグアダラハ

ラ都市圏で自動車へのバイオエタノール利用を先行実施する予定である。また報道(El 

Porvenir, 2008)によれば，メキシコ石油公社(PEMEX: Petróleos Mexicanos)は 2009年よ

りガソリン－バイオエタノール混合燃料の販売を開始する。さらにメキシコ政府は国内のバ

イオ燃料の流通を促すため，2010年よりバイオ燃料 1リットルあたり最大 55％の価格補助

金を支給する方針であるという1。 

 

バイオエネルギー開発促進法では，バイオ燃料は農牧林水産物と微生物および酵素から作

られるものと規定され，食料安全保障を脅かさない原料産物として海藻，トウゴマ，ジャト

ロファなどを視野に置いているが，これらでバイオ燃料の必要量を確保することは当面困難

であろう。したがってバイオ燃料政策は，北部諸州でのバイオ燃料用 GMトウモロコシの

栽培を促す方向に作用すると予想される2。 

 

＜アルゼンチン＞ 

 アルゼンチン議会は，法令 26,093号｢バイオ燃料の持続的生産と利用のための調整およ

び促進制度法｣を 2006年 4月に 15年間の時限立法として制定した。この法律では，法施行

後４年目(2010年)から国内で消費されるガソリンと軽油に最低５％のバイオ燃料を混合す

ることが義務付けられ，混合燃料の使用開始が遅れた場合には，行政府の権限でこの法の施

行期間を混合使用開始より 15年間に変更することができることが，あらかじめ定められて

いる。 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
1 ウルグアイでは全国燃料・アルコール・セメント庁(Ancap:Administración Nacional de Combustibles, 

Alcohol y Pórtland)がバイオ燃料の普及を進めており，バイオディーゼルは2008年末までに２％混合軽油

を奨励，2009年～2011年にはこれを義務化，さらに2012年には混合率を５％に高めることを目標にしてい

る。またバイオエタノールは，2014年末までは５％混合ガソリンを奨励，翌2015年からはこれを義務化す

る方針で，これを促すためには価格補助金が必要であると判断している。他の中南米諸国では，財源の問

題や食糧価格への悪影響に対する懸念から，バイオ燃料への価格補助金は慎重に検討されている。 
2 すでに北部諸州では無許可の GMトウモロコシの栽培が行われていると言われる(JETRO, 2008)。 
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また同法第 15条５項では，農牧水産食料省(SAGPA: La Secretaría de Agricultura, 

Ganadería, Pesca y Alimentos)は，バイオ燃料用作物の栽培を促進し，これによって農業

部門における生産の多様化に資することと定めている。 ケアンズグループ1の一員であるア

ルゼンチンは，2007年の輸出総額 55,933.4百万ドルのうち，一次産品は 12,482.4百万ド

ル(22.3％)，農産物加工品は 19,221.1百万ドル(34.4％)を占める農業大国である(JETRO, 

2008b)。大豆生産(2007年)では世界第３位，世界生産量の約２割を占めており，輸出総額

に対する比率は油糧種子と植物油脂だけでも 16.5％を占めている。 

 

アルゼンチンは，すでにバイオディーゼル生産の巨大な潜在力を有している。法令 26,093

号ではバイオ燃料原料作物の多様化に努めることが定められているが，これとは裏腹に，ア

ルゼンチンでの大豆栽培のさらなる拡大が予想される。この国は近年も大豆の国際価格の変

動の波を受けてきたが，バイオディーゼルの生産が大豆の価格維持装置となりこの国の経済

貿易構造のモノカルチャー性を強めるのか，あるいは農作物の多様化に資するのか，注視す

る必要があろう。 

 

＜ペルー＞ 

 ペルーの｢バイオ燃料市場振興法｣は全５条の簡潔な法律である。政府がバイオ燃料の普及

に必要な措置を講ずることを規定しているが，法の名称とは裏腹に，生産と流通を促す具体

的施策は謳われていない。最大の特徴は，バイオ燃料作物をコカの代替作物と捉えている点

である。これまでもコカに代わる商品作物の導入がコカイン対策上必要とされてきたが，コ

カを代替する適当な換金作物は農民に提供されてこなかった。バイオ燃料作物はこの役割を

果たすことを期待されている。一方，アンデス東麓のセルバでのバイオ燃料作物の栽培は，

｢持続的｣という条件が付されているものの，環境保全上の懸念を払拭しえない。これにあた

っては，単一耕作的なプランテーション栽培によって熱帯林の多様性が損なわれないよう

に，アグロフォレストリー的手法を用いることが求められるだろう。 

 

＜ニカラグア＞ 

 ニカラグアは，表５に取り上げた中南米諸国のうちで唯一の非産油国である。バイオ燃料

政策は，バイオ燃料で石油輸入を代替するという目的を明確にしている。非産油国であり，

そして農業大国ではないニカラグアの事例は後でより詳しく述べることとしたい。 

 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
1 ケアンズグループ Cairns Groupは，WTOの農産物貿易交渉で貿易障壁と農産物貿易に影響を与える補

助金の撤廃を主張する農業輸出国のグループで，構成国は，フィリピン，タイ，マレーシア，インドネシ

ア，南アフリカ，カナダ，グアテマラ，コスタリカ，コロンビア，ボリビア，ブラジル，チリ，パラグア

イ，ウルグアイ，アルゼンチン，オーストラリア，フィージー，ニュージーランド。 
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（4）バイオ燃料生産と農業構造 

 すでに見たように，バイオ燃料政策の実施は中南米の国ごとに繊細な問題をはらんでい

る。それはバイオ燃料の原料となる作物の栽培が，中南米諸国の多様な自然条件のみならず，

中南米各国の農業構造の相違によっても大きく左右されるからである。 

中南米で栽培されている主なバイオ燃料作物の生産について，生産国別に経営規模別生産

割合を表６に示した。 

 

これらのうちウルグアイ，ブラジル，チリ，ニカラグアは，農業従事者一人当たり農地面

積が 12haを超えている国で，より大きな規模の農場が卓越している。エクアドル，ペルー，

パナマは，農業従事者一人当たり農地面積が 12haを下回る国で，より小さな規模の農場が

卓越している。 

 

1962年に米州農業開発委員会(CIDA: Comité Intereamericano de Desarollo Agrícola)

が中南米７カ国(アルゼンチン，ブラジル，コロンビア，チリ，エクアドル，グァテマラ，

ペルー)で行った調査以来，この地域の農業経営体は，①不完全家族単位 sub-family unit，

②家族単位 family unit，③中規模多家族単位 medium multi-family unit，④大規模家族

単位  large size multi-family unit の４区分に区分けされることが多い(Barraclough 

ed.1973:pp.15-16)。 

 

①は２人以下の労働力しか吸収できない農地面積の農場経営と，②は２人から４人未満の

労働力を，③は４人から 12人を，④12人以上の労働力を吸収しうる農地面積の農場経営と

定義される。CEPAL(2007)では表５中の７カ国の農業経営体の区分に一律の土地面積を用

いている。国ごとに土地条件や機械化の度合いなどが異なるのでこの区分の妥当性の検討は

必要だが，CIDA調査の考え方を基本的に受け継いでいるといえよう。 

 

表６の７カ国の農業構造の違いは，表中の作物のうち，基礎穀物である小麦・トウモロコ

シと商品・工芸作物である大豆・ナタネ・ヒマワリ・サトウキビ・テンサイ・油ヤシとを比

較すると分かりやすい。より小さな規模の農場が中心のエクアドル，ペルー，パナマでは基

礎穀物生産の大部分を中小規模農場が担っているが，商品・工芸作物生産は中大規模農場に

比重が移っている。一方でより大きな規模の農場が中心のウルグアイ，ブラジル，チリ，ニ

カラグアでは，基礎穀物，商品・工芸作物であるかを問わず，その生産の大部分は中大規模

農場が担っている。 
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表６ 燃料作物と経営規模別生産割合(％) 

  小麦 ﾄｳﾓﾛｺｼ 大豆 ナタネ ﾋﾏﾜﾘ ｻﾄｳｷﾋﾞ ﾃﾝｻｲ 油ヤシ

0 - 5 ha 

5 - 20 ha 

20 - 200 

ha 

200ha以上 

合計 

5.2 

18.0 

40.0 

36.8 

100 

7.8 

23.5 

46.6 

22.2 

100 

0.0 

0.3 

91.6 

8.0 

100 

0.2 

1.1 

17.8 

81.0 

100 

3.9 

17.2 

62.2 

16.7 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

4.4 

24.4 

48.9 

22.3 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

チ 

リ 

生産量(万 t) 179.7 119.0 n.d. 1.3 0.4 - 210.0  

0 - 5 ha 

5 - 20 ha 

20 - 200 

ha 

200ha以上 

合計 

1 

11 

52 

36 

100 

9 

19 

38 

33 

100 

0 

7 

29 

64 

100 

1 

28 

40 

31 

100 

3 

16 

34 

48 

100 

0.8 

3.8 

20.2 

75.2 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

7 

19 

47 

27 

100 

ブ

ラ

ジ

ル 

生産量(万 t) 590.0 4780.9 5153.2 5.6 10.0 38623.2 - 48.0 

0 - 5 ha 

5 - 20 ha 

20 - 200 

ha 

200ha以上 

合計 

64.1 

27.3 

6.4 

2.2 

100 

92.8 

6.1 

1.1 

0.0 

100 

21.5 

28.5 

27.8 

22.3 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

46.8 

33.4 

16.7 

3.1 

100 

92.5 

5.2 

2.0 

0.3 

100 

2.0 

4.4 

69.6 

23.9 

100 

エ

ク

ア

ド

ル 

生産量(万 t) 1.5 67.7 11.1 - - 569.1 0.5 145.0

0 - 5 ha 

5 - 20 ha 

20 - 200 

ha 

200ha以上 

合計 

- 

- 

- 

- 

- 

6.7 

21.5 

57.1 

14.8 

100 

2.0 

18.9 

40.8 

38.3 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

0.4 

2.4 

17.1 

80.2 

100 

15.2 

43.1 

34.0 

7.6 

100 

0.0 

0.1 

1.2 

98.7 

100 

ニ

カ

ラ

グ

ア 

生産量(万 t)  53.7 0.6 - - 327.3 n.d. 5.3 

0 - 5 ha 

5 - 20 ha 

20 - 200 

ha 

200ha以上 

合計 

- 

- 

- 

- 

- 

25.0 

25.4 

43.4 

6.2 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

5.5 

13.4 

21.8 

59.4 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

パ

ナ

マ 

生産量(万 t) - 7.6 - - - 145.0 - - 
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（表６の続き） 

0 - 5 ha 

5 - 20 ha 

20 - 200 

ha 

200ha以上 

合計 

72.8 

18.7 

6.0 

2.4 

100 

71.1 

19.4 

6.8 

2.7 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

70.4 

18.3 

6.8 

4.6 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

ペ

ル 

｜ 

生産量(万 t) 19.0 130.0 - - - 955.0 - - 

0 - 5 ha 

5 - 20 ha 

20 - 200 

ha 

200ha以上 

合計 

0.0 

0.2 

8.0 

91.8 

100 

0.5 

5.5 

23.4 

70.7 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

0.0 

0.1 

1.6 

98.3 

100 

0.5 

8.2 

53.1 

38.2 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

ウ

ル

グ

ア

イ 

生産量(万 t) 22.5 17.9 - - 23.4 16.5 - - 

出所：. CEPAL(2007)を FAOSTAT(2003)で生産量を補足。※油ヤシの生産量は実全体の量。 

 

バイオ燃料の市場競争力を確保するためには，生産コストと生産過程からの CO2排出量

の圧縮が求められる。当然のことながらこれらには規模の経済が有利に作用する。バイオ燃

料作物の栽培では，大規模農業がより優位性を持つと推測される。日本の場合は，小規模農

場では，土地生産性をより高めようと集約的な農業がおこなわれることが多いが，筆者が中

米小農民の調査から得た知見から言えば，日本の農家の事例とは異なり，中米小農民の土地

への資本投下は極めて限定されたもので，土地生産性も大規模農場よりむしろ低いことが多

い。中南米のバイオ燃料生産では，集約性よりも規模の拡大が生産性の鍵を握るだろう。 

 

それでは，バイオ燃料の生産が拡大した場合に，農業構造のみならず農業を取り巻く社会

・経済的要因にどのような影響を与え得るだろうか？次にこれについて検討しよう。 

 

（5）バイオ燃料生産の影響 

CEPAL(2007)は，バイオ燃料生産の影響について図１の相関図を作成した。この相関図

は，諸分野の専門家を集めた作業部会が，バイオ燃料生産が拡大した場合のさまざまな影響

の相関関係について示したものである。相関図では，大豆とサトウキビのみの事例としてま

とめているが，作業部会は様々なバイオ燃料作物が検討しており，その中で比較的影響関係

が明確で共通理解が得られた大豆とサトウキビを事例に選択してバイオ燃料の影響をまと

めている。 

 

図１に示された諸要因は，①経済的要因，②制度的要因，③環境的要因，④技術生産構造

的要因，⑤社会生産構造的要因に５分類されている。諸要因は同時に複数の要因に分類され
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ている場合もあり，各要因は各々の分類の枠組みの中で，またその枠組みを超えて相互連関

性を持って作用している。以下にその要点を示す。 

 

① 経済的要因…図中の 2～6のバイオ燃料の生産を左右する価格と生産費に関する事項が

ここに分類されている。｢3.バイオ燃料需要増大への期待｣の高まりと｢6. 副産物の利用能力

の向上｣による収益性の改善がバイオ燃料の生産を増加させることを示している。 

② 制度的要因…図中の公共政策に関わる事項 7～13が，ここに分類されている。これら

はバイオ燃料生産の誘因とその負の作用の緩和とに作用する。｢8.諸生産者の組織水準が向

上｣すれば｢7. エネルギー・環境安全保障政策｣と｢11. インセンティブ，融資およびインフ

ラ整備に関する政策｣を支持してバイオ燃料生産の増加を働きかけ，最も脆弱な農業部門を

守る｢12. 社会的中立政策に代わる包含政策｣は，｢13.領域的配列｣を通過して｢10.社会，経

済等の要因を統合するバイオ燃料に関する国の政策｣に繋がり得るという。 

③ 環境的要因…｢27. 生産／所有の集中｣は｢14. 脆弱地域への耕作移動｣を，｢18. 単一生

産の領域的集中｣は｢15. 天然資源と生態系への圧力｣を強める。したがってバイオ燃料の生

産増加にともなって副産物を利用することは，効率的に環境への圧力を減少させるとみなさ

れている。 

 ④ 技術生産構造的要因…農業生産者の生産性と生産費とに影響する科学技術と生産技術

に関する図中の 16～22事項がここに分類されている。これらの要因はバイオ燃料の生産増

加に直接的には影響しないが，他の要因を通じて間接的に作用する。｢19. 研究・開発への

投資と拡大｣は｢20.規模に応じた異なる技術の組合せ利用ができること｣を促し，このことは

｢7. 作物収益増大｣という結果を生む。そして生産性の増大はバイオ燃料生産に必要な投入

財の費用を縮小させ，供給側の生産意欲を高める。その一方で，バイオ燃料の生産が増加す

ると｢16.バイオ燃料植物へのアクセスと大きさ｣に作用して｢18. 単一生産の領域的集中｣を

招く。そして｢3.バイオ燃料需要増大への期待｣と｢8.諸生産者の組織水準が向上すること｣お

よびエネルギー作物の増大は｢22.新タイプの 請負人，契約，仲買人および供給者の出現｣

を受け入れることを後押しすると考えられている。 
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 7. エネルギー・環境安

全保障政策 

  2. 価 値

連鎖費用 

例：規模

の経済) 

3.バイオ燃

料需要増大

への期待 

9. バ イ オ

燃料政策と

他の政策と

の競合 (例

：食糧安全

保障) 

10.社会，経

済等の要因

を統合する

バイオ燃料

に関する国

の政策 

 

 

 

4. 通常燃

料，バイオ

燃料および

食料間の相

対価格およ

び費用 

8.諸生産者の組

織水準が向上

すること 

  

 

 

  22.新タイプの 請負

人，契約，仲買人お

よび供給者の出現 

            

 

 

12. 社会的

中立政策に

代わる包含

政策  

  5. 土壌利用

競争増大 

11. インセ

ンティブ，

融資および

インフラ整

備に関する

政策 

 

1. バイオエタノール

(サトウキビ)および

バイオディーゼル(大

豆)の増加 
 

13.領域的

配列 

17. 作物収

益増大 (例

： 技 術改

善） 
× 

 

6. 副産物の

利用能力の

向上 

 

？ 

 

14. 脆弱地

域への耕作

移動 

 

 

23. 農村地域での

実質雇用創出 

 

× 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

× 

15. 天然資

源と生態系

への圧力 

   27. 生産／  

 所有の集中 

16.バイオ燃料

植物へのアク

セスと大きさ 

 

 

20. 規模に

応 じ た異

な る 技術

の 組 合せ

利 用 がで

きること 
 

   × 

 28. 土地市

場の活性的

柔軟性 

 21. 機械化 

25. 生産的再転

換の諸機会(特に

小規模生産者) 
  18. 単一生産

の領域的集中 
 

 

  26.税制の 

24. 変化に適した生

産者の態度 

19. 研究・

開 発 への

投 資 と拡

大 

 

 

 

 

 

 目的におい

て農業書活

動がより大

きく形成さ

れること 

 

凡例： 経済的要因  技術生産構造的要因 社会生産構造的要因 環境的要因  制度的要因

註：矢印は，正の関係(独立変数が増大あるいは減少するとき従属変数は常に同じ向きに変化する関係)であ

ることを，×付き線は，負の関係(独立変数が増大あるいは減少するとき従属変数は逆方向に変化する)であ

ることを示す。 

出所：. CEPAL(2007) 

図１ バイオ燃料農作物（サトウキビと大豆のみ）関連因果関係および農業構造図 
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⑤ 社会生産構造的要因…図中の 23～28事項がここに分類されている。この中で最も大き

な期待を持たれているのが，農村地域での雇用創出である。一般的には，バイオ燃料需要の

増加はバイオ燃料作物の栽培とその生産に必要な投入財，労働力需要を増やすと考えられ

る。しかし大規模に生産し，規模の経済を獲得しようとすれば，先ずそれまで労働力が集中

的に投下されていた所から｢21.機械化｣が進められ，農村地域での雇用に負の影響をもたら

しかねない。バイオ燃料と化石燃料との価格競争が前提となる以上，生産者は規模の経済に

よる生産費圧縮を試み，土地の売買による｢28. 土地市場の活性的柔軟性｣が高まり，土地を

中心に｢27. 生産／所有の集中｣が進むだろう。これは就労機会や土地を失った農民が山間部

や熱帯林地域などの｢14. 脆弱地域への耕作移動｣を行う原因となる。小規模な生産者がバイ

オ燃料生産を｢25. 生産的再転換の諸機会(特に小規模生産者)｣とするためには，｢20. 規模に

応じた異なる技術の組合せ利用ができること｣，｢16.バイオ燃料植物へのアクセスと大き

さ｣，｢11. インセンティブ，融資およびインフラ整備に関する政策｣の３条件が前提となろ

う。 

 

CEPAL(2007)は，バイオ燃料を中南米地域にとって重要な分野であると位置付けつつ，

バイオ燃料の需要拡大がもたらし得る負の効果について懸念が示されている。それはこれに

よって，消費者にとって農産物価格の上昇につながりかねないばかりでなく，大規模な生産

者への生産と土地所有の集中，牧畜業者にとっての飼料価格の上昇，林業ではバイオ燃料作

物耕地の拡大による森林面積の縮小がおこりかねないからである。しかしこれまで中南米

は，20 世紀後半の工業化の時代には国民所得は農村から都市へと移転し続けてきた。中南

米には過剰な人口集中を背景にさまざまな社会問題を抱える都市が多い。バイオ燃料生産が

こうした問題の緩和に資するためには，人口と雇用の適正な再配置を助ける雇用の創出に役

立つことが必要であろう。 

より労働集約性の高い農作物の生産はより多くの雇用を生み出す。バイオ燃料の原料とな

る作物では，綿花，サトウキビ，キャッサバ，アブラナ，テンサイは，大豆，トウモロコシ，

小麦，ヒマワリより労働集約的に栽培される。たとえばブラジル政府は，セルトン地方でナ

タネ生産によって数千名の雇用を創出する目的で，家族農業を営む生産者から原料の 50％

以上を購入する製油業者に融資を行っている(CEPAL, 2007: p.34)。 

 

図１で示された相関関係は，サトウキビからのエタノール生産と大豆からのバイオディー

ゼル生産とを事例としたものである。他のバイオ燃料作物に当てはめて考える場合には，そ

の共通点と相違点とを見極める必要があるが，各国のバイオ燃料政策に入り混じる期待と懸

念の理由を理解する一助となるだろう。 

 

（6）ニカラグアのバイオ燃料政策 

ここでは表４に示された国のうち，非産油国であるとともにブラジルのような農業大国で
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はないニカラグア1のバイオ燃料政策について検討しよう。 

 

 先に表５にまとめたように，ニカラグアのバイオ燃料政策の枠組みは，2006年７月の大

統領令とこれに基づいて作成されたバイオ燃料国民計画によって定められている。これら

は，非産油国で国民経済の規模も小さなニカラグアが総発電量の 70％を石油に依存してお

り，石油輸入額が輸出額の 61％に相当する５億２千万ドル(2005年)に達しているという事

実認識を背景として定められたものである。 

 

 ニカラグアの国土は，太平洋とカリブ海(大西洋)とに挟まれている(図２)。太平洋側は湿

潤な高日季と乾燥する低日季との差が明瞭なサバナ気候が発達し，カリブ海側は降水量が

豊富で沖積平野が発達して本来は熱帯林が卓越する地域である(図３)。 

ニカラグア政府(La Gaceta, 2006)は，大西洋岸北部自治区(RAAN : Región Autónoma 

del Atlántico Norte) と大西洋岸南部自治区(RAAS : Región Autónoma del Atlántico 

Sur)には 200万 ha以上の油ヤシ栽培適地があり，ディーゼルの国内消費量(2005年)を満

たすために 16.7万 haの油ヤシ栽培が必要であるという。これら油ヤシはすでに熱帯林が

失われた地域で栽培されるため，森林回復と CO２吸収に役立つと主張している。また太平

洋側では，トウゴマ(ヒマシ油)，ジャトロファ(テンパテあるいは南洋油桐)，トウモロコシ

をバイオ燃料原料として生産を拡大することを謳っている。 

表７に現在の主な食料収支を示した。「バイオ燃料とバイオエネルギーの国益に関する

大統領令」でバイオ燃料原料に加えられたトウモロコシの国内生産量は概ね自給を満たす

水準にある。今後トウモロコシの増産が可能な場合，その増産分は余剰として輸出あるい

はバイオ燃料原料にまわすことが可能であろう。ヤシ油の生産量はまだ少なく，消費量の

多くを輸入に頼っている。油ヤシの栽培適地とされる大西洋岸地区は，先住民が多くすみ，

自治権を持つ地域である。この地域での油ヤシプランテーションの開発には自治区政府と

中央政府との合意が必要であり，政府目標の達成には不確実な要素が多い。 

 

表７ ニカラグア食料収支表（2003 年） 

 小麦 米 ﾄｳﾓﾛｺｼ 大豆 ｻﾄｳｷﾋﾞ 植物油 ヤシ油 

生産量 0.00 178.50 588.60 7.27 4100.50 20.43 8.00 

輸入量 176.42 87.77 20.48 1.67 0.00 82.88 40.45 

輸出量 51.66 1.62 2.62 0.09 0.01 6.83 1.41 

消費量 114.76 240.44 606.45 8.35 4100.49 96.59 47.04 

単位：千トン。FAOSTAT(2003)により作成。サトウキビ生産量が表６と一致しない。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                     
1ニカラグアの主な地理的条件は，国土面積：12.9万平方 km，気候：熱帯気候(Af，Aw)，土地利用率(2005

年)(％)：耕地 17.8，牧場・牧草地 39.7，森林 42.7，人口(2008年)：567.6万人，都市人口率(%)：56.5(2007

年)，農業従事者数：39万人(2003年)，農地面積／農業従事者：18ha。(二宮書店，2009)。 
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図２ ニカラグア行政地域 (http://www.lib.utexas.edu/maps/nicaragua.html) 

 

 

図３ ニカラグア植生・土地利用 (http://www.lib.utexas.edu/maps/nicaragua.html) 
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現状から言えば，ニカラグアで最も有力なバイオ燃料作物はサトウキビである。現在でも

ニカラグアはヨーロッパに年間約 100万ℓ のサトウキビを原料とするエタノールを輸出し

ている。ブラジル大統領ルラは，2007年 8月にサンパウロのサトウキビ関連会社社長を伴

ってニカラグアを訪問し，ニカラグア大統領オルテガに，バイオ燃料生産のための技術・資

金協力を約束した。 

 

 最後に，太平洋地域を中心に栽培が進められているジャトロファ(テンパテ，南洋油桐)に

ついて述べておきたい。ジャトロファは，この地域原産の樹木で，耐乾性があり，播種や挿

し木で増やすことができる。実から搾った油はバイオディーゼル原料となるが，果肉には毒

性があって食用にならないため，食料との競合が生じないことが反って利点とされる植物で

ある。 

 

 ニカラグアでは，バイオ燃料への国際的関心が現在ほど高くはなかった 1990年代に，ジ

ャトロファの実験栽培，テンパテ計画(Proyecto Tempate)がオーストリア政府の協力で行わ

れた。表８にこの計画の概要を示した。 

 

表８ テンパテ計画 Proyecto Tempate 概要 

実施主体 ニカラグア石油公社(Petronic: Petróleos de Nicaragua) 

実施地 レオン県：以前綿花栽培が行なわれ，現在は土壌が劣化した土地など 1000ha。 

到達目標 

1000haにジャトロファを植え，年間 8000tの乾燥実を処理して 2500リットル

のバイオディーゼルを製造できる精製所を設けること。ジャトロファ１本あたり

の収量は 4.5kgを目標とする。 

目 的 

①輸入化石燃料を国内産バイオディーゼルで置き換える。 

②土壌劣化した土地を集約的農業によって植林再生すること。 

③農村部の雇用創出， 

④国内の飼料生産に原料を供給し，輸入を減らすこと。 

栽培条件 

①自然条件…標高 30～150m，年平均気温 27℃(おおむね 25℃～32℃の範囲で変

化)，年平均降水量 1800mm(雨季：５月～10月，乾季：11月～４月)。 

②栽培法…種子は地元のものとカーボベルデのものを使用し，育苗床に播種した。

農地を十分に耕し，施肥を行った。除草，施肥，枝打ち，病害虫について維持管

理訓練を行った。１haあたり 1100本を植えた。灌漑は行っていない。 
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（表８の続き） 

実施方針 

①耕作過程…植林前に土壌準備を行なう。小農民が維持管理を担当する。枝打ち，

除草を共同で作業する。しかし４年目以降，小農民は十分な生産性と期待通りの

収穫が得られなかったことから関心を失い，維持管理水準は低下した。 

②持続性…土地の大部分は，周縁的土地かかつて綿花栽培に集約的に用いられ知

力を喪失した土地である。このため目的の中心は，森林の再生と高度に劣化した

土壌での侵食を食い止めることであった。 

研究 

①研究活動…国立工科大学が中心となり，ニカラグア国立自治大学，グラーツ大

学(オーストリア)の協力で行われた。研究主題は，栽培法，搾油法，エステル交換

によるバイオディーゼル化，搾油粕の解毒。 

②研究成果…国立工科大学は，研究室で搾油粕の解毒に成功した。 

価値連鎖 

プロジェクトの主な目的はディーゼル輸入の 0.31％を置き換えるバイオディーゼ

ルの生産であった。付加的持続的収益を生み出す副産物を商品化したことはこの

プロジェクトの重要な点である。これら副産物はグリセリン，搾油粕の解毒で得

られた飼料，有機殺虫剤，有機肥料がある。搾油で得られた油はレオンのバイオ

ディーゼル精製所に売却された。 

主な試み

の成果と

課題 

①試み：持続的プランテーションモデルを設定する。 

→課題：石油公社と地元協同組合との協力が進まなかった。方法論(共同組合が効

率的に融資を受けることを確実にするなど)を駆使しつつ効率的に事業を展開す

ること，および地元の成長株を確実に動機付けることが必要である。加えて，以

前の綿花農園に居住していた小農民の土地登記は不明瞭になっている。プロジェ

クトは 1999年に党派的な争いの中で終了した。 

②試み：経済的な実行可能性を確立する。 

→課題：4.5kg／ジャトロファ 1本，8t／haという収穫目標は，現実の収量に比

べ高すぎる期待値であった。期待された副産物販売も具体化しなかった。農民は

２年間低収量が続くとプロジェクトへの関心を失ってしまった。農民たちが困難

に当たって意欲を喪失しないように，プロジェクトの農民への説明は，明瞭かつ

現実的な必要がある。加えて，成果を求めて多くの人間が関与した。高すぎる社

会政治的期待に合わせるためにプロジェクトの方向性を決めようとする人間が多

すぎると，経済的自立性への視点が失われる危険がある。 

③劣化土壌の再生 

→成果：プロジェクトは，森林再生と土壌侵食の防止によってこの地域の環境保

全に積極的な影響を与ええた。 
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 以上のように，ニカラグアの｢テンパテ計画｣が成果を上げえたとは言い難い。京都議定書

が締結される以前で，バイオ燃料への注目も低い 1990年代に実施されたため，これに参加

した農民，研究者の意識は，現在のバイオ燃料への関心ほど高くなかったと判断され，この

ことがプロジェクトの達成に微妙な影響を与えたとも考えられよう。しかし 1990年代に既

にこうした試みが行われていたことは，むしろ特筆に値する。 

 

現在ジャトロファ生産は，中国の雲南省と四川省で国家林業局と石油大手の中国石油天然

気とによる総面積 4ha以上のジャトロファ・プランテーション建設や，イギリス石油大手

の BP(旧 British Petrolium)と植物性燃料バイオディーゼル大手 DIオイルズとがアフリカ

6カ国を含む 12カ国で行うジャトロファ原料のバイオディーゼル生産など，世界的に注目

される分野になりつつある。 また搾油粕の毒性を除いて飼料として利用することも，技術

的には可能になっている。 

 

さらに京都議定書に代わる，次の気候変動対策の国際的枠組みに，森林吸収分を CO２削

減量として計上し，排出権取引の対象と出来る仕組みが組み込まれるなら，ジャトロファに

さらに有利な状況が生まれるだろう。ニカラグアの森林面積は 1990年 653.8万 ha(国土面

積の 50.7％)から 2005年 518.9万ha(40.3％)へと，この 15年間に 10％減少した(FAOSTAT, 

2005)。中米の国々の山間部には森林被覆を失い山肌の露出した山地が多い。アメリカ大陸

原産の植物であるジャトロファは，森林回復による CO2の吸収と，｢テンパテ計画｣で報告

されているように，これによる土壌流出の防止に貢献するにちがいない。 

 

 現在オルテガ政権はバイオ燃料作物の栽培を農村開発の手段と位置付けている。昨年の原

油高騰以来，ジャトロファへの関心はさらに高まっており，ニカラグアでもジャトロファ栽

培への社会的環境は 20年前より整ってきている。今後のバイオ燃料政策で過去の教訓が生

きることを期待しよう。 
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